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コーポレート・ガバナンスに関する基本方針 

 

第１章  総則 

（目的） 

第１条 本基本方針は、当社グループ（当社グループとは、当社およびその連結子会社

の総称をいう。）の持続的成長と中長期的な企業価値の向上をはかるため、当社

のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方、枠組みおよび運営方針を

定めるものである。 

 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

第２条 当社は、当社グループの責任ある経営体制の確立と業務の健全かつ適切な運営

を確保し、株主、お客さま、従業員、地域社会等すべてのステークホルダーから

の高い信頼の獲得と企業価値向上の実現を目指し、次の基本的な考え方に沿って、

コーポレート・ガバナンスの強化・充実に努める。 

（１）株主の権利を尊重し、平等性を確保する。 

（２）株主を含むステークホルダーの利益を考慮し、ステークホルダーと適切

に協働する。 

（３）会社情報を適切に開示し、透明性を確保する。 

（４）取締役会の透明、公正かつ迅速・果断な意思決定機能と独立社外取締役

の活用による取締役会の業務執行の監督機能の実効性を確保する。 

（５）持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に向けた株主との建設的な対

話に努める。 

 

（企業統治システム） 

第３条 当社は、複数の社外取締役の配置による透明かつ公正な意思決定機能と高い監

査・監督機能を確保しつつ、業務執行の決定権限の多くを当社グループの知見と

ノウハウが集結する取締役会の構成員たる取締役に委任することにより、迅速・

果断な意思決定と業務執行を実現しうる企業統治システムである「監査等委員会

設置会社」を選択する。 

 

第２章  株主の権利・平等性の確保 

（株主総会） 

第４条 当社は、株主が株主総会議案の十分な検討期間を確保し、適切に議決権を行使

することができるよう、定時株主総会の招集通知の早期発送に努めるとともに、
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速やかに当社ホームページに開示する。 

２ 当社は、議決権電子行使プラットフォームを利用するなど、全ての株主が適

切に議決権を行使することのできる環境（開催日・場所を含む）の整備に努め

る。 

 

（株主の平等性の確保） 

第５条 当社は、どの株主もその持分に応じて平等に扱い、株主間で情報格差が生じな

いよう適時適切に情報開示を行う。 

 

（資本政策） 

第６条 当社は、特別の事情がない限り、剰余金の配当等の株主還元に関する方針を決

定し、これを公表する。 

２ 当社は、株主の利益や会社の所有構造に変動を及ぼす資本政策が行われる場

合には、その必要性・合理性を検討し、適正な手続を確保するとともに、株主

に十分な説明を行う。 

 

（政策保有株式の保有および議決権に関する基本方針） 

第７条 当社または当社グループの中核事業会社である子銀行は、当社グループならび

に取引先の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上、または取引先との安定的

な取引関係の構築を目的として、純投資目的以外の株式（以下「政策保有株式」

という。）を保有することができる。その場合であっても、当社または子銀行は、

毎年、取締役会において、保有する政策保有株式のうち上場する株式について、

そのリスクとリターン等を踏まえた中長期的な経済合理性や将来見通し、それら

を踏まえた保有の狙いや合理性に基づき、保有の可否を検証するとともに、これ

を公表する。 

２ 当社または子銀行は、政策保有株式の議決権について、次に掲げる考え方の

もと、原則すべての議案に対して行使する。 

（１）当社グループおよび取引先における持続的な成長と中長期的な企業価値

向上の観点、株式価値の維持・向上の観点から、議案ごとに賛否を判断す

る。 

（２）株式価値に大幅な変動を及ぼす場合のほか、当社または子銀行による保

有の狙い等に深刻な影響を与えるおそれがある場合等、特に注意を要する議

案については、必要に応じ、当該取引先との対話等による十分な情報収集を

はかるなど、議案に対する賛否を慎重に判断する。なお、特に注意を要する

議案とは、次に掲げるもの等をいう。 
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① 剰余金処分議案（財務の健全性及び内部留保とのバランスを著しく欠い

ている場合） 

② 不祥事及び反社会的行為が発生した企業の取締役・監査役選任議案 

③ 組織再編議案 

④ 買収防衛策の導入・更新   等 

３ 当社または子銀行は、当社の株式を政策保有株式として保有している会社（以

下「政策保有株主」という。）から、その株式の売却の意向が示された場合には、

売却を妨げない。 

４ 当社または子銀行は、政策保有株主との間で取引を行う際には、経済合理性を

十分に検証し、当社の企業価値を毀損する取引を行わない。 

 

（関連当事者との取引の承認） 

第８条 取締役は、当社の競業業務を行う場合、または利益相反に該当する取引を行う

場合、取締役会の承認を得なければならない。 

２ 当社は、子会社または主要株主（直接または間接に10％以上の議決権を保有

する株主）との間で、通常一般に行われる取引条件によらない取引を行う場合、

取締役会の承認を得なければならない。 

３ 取締役会は、取締役の競業取引および利益相反取引に該当する取引を承認す

る場合、当該取締役が議決に参加しない等適切な運営の確保に努める。 

 

第３章  ステークホルダーとの適切な協働 

（行動規範） 

第９条 当社は、当社グループのすべての行動の原点となる考え方を示した「グループ

経営理念」（※１）を定めるとともに、当社グループが高い自己規律にもとづき、社

会からの信頼確立に向け不断の努力を行うことを誓い、「倫理宣言」（※２）を定め

る。 

２ 当社は、当社グループの役職員全員が常に法令を遵守し倫理的に行動するこ

とを確保するため、企業活動の基本方針である「企業倫理」（※３）ならびに役職員

が業務を遂行するうえで守らなければならない規範である「行動基準」等を規

定した「グループコンプライアンス基本規程」を定め、これを役職員に徹底す

る。 
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（ステークホルダーとの関係） 

第10条 当社は、当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値向上のために、当社

の株主のみならず、当社グループのお客さま、従業員、地域社会等すべてのステ

ークホルダーとの適切な協働に努める。 

２ 当社は、当社グループの役職員が何らの不利益を被ることなく、他の役職員

等による法令違反行為やその疑義がある行為等を通報できる社内外の窓口を設

置するなど、内部通報制度を整備し、これを適切に運営する。 

 

第４章  適切な情報開示と透明性の確保 

（情報開示） 

第11条 当社は、経営の健全性・透明性の向上、株主・お客さま・地域社会等といった

すべてのステークホルダーからの信頼・評価を高めるため、財務情報のほか、経

営戦略や経営課題、リスクやガバナンスに係る情報等の非財務情報について、適

時適切かつ分かりやすい情報の開示・提供に取り組む。 

２ 当社は、会社法、銀行法、金融商品取引法等その他の関係法令および東京証

券取引所が定める規則等を遵守し、積極的かつ公正・公平な情報開示に努める。 

 

（会計監査人） 

第12条 当社は、会計監査人が株主・投資家に対して責務を負っていることを認識し、

会計監査人による適正な監査を確保するため、以下のとおり適切な対応を行う。 

（１）会計監査人による十分な監査時間の確保や、経営陣、監査等委員、その

他監査に際し必要な部署等と会計監査人の面談機会の確保など、会計監査

人に対し適切な監査環境を提供すること 

（２）会計監査人と監査等委員会、内部監査部署との連携を確保する体制を整

備すること 

 

第５章  取締役会等の責務 

（取締役会の役割・責務） 

第13条 取締役会は、株主に対する受託者責任・説明責任を踏まえ、当社グループの持

続的成長と中長期的な企業価値の向上を促し、収益力・資本効率等の改善をはか

るべく、次の事項をはじめとする役割・責務を適切に果たす。 

（１）当社グループの目指す姿を示すこと 

（２）経営陣による適切なリスクテイクを支える環境整備を含む業務の適正を

確保する体制の整備をはかること 
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（３）独立した客観的な立場から、経営陣に対する実効性の高い監督を行うこ

と 

２ 取締役会は、法令および定款に定められた事項のほか取締役会規程において

定める重要な事項を決定する（※４）。 

３ 取締役会は、前項の取締役会専決事項を除く業務の決定に関し、職務上の権

限および責任の所在を明らかにした権限規程を定め、業務執行取締役に委譲す

る。 

４ 取締役会は、業務執行上の重要事項を協議・決定する会議体として、経営会

議、ＡＬＭ・リスク管理委員会、コンプライアンス委員会、サステナビリティ

委員会を設置する。 

 

（取締役会の構成） 

第14条 取締役会は、取締役会の全体としての多様な知見・専門性を備えたバランスの

取れた構成をはかるとともに、その員数は定款に定める範囲において、取締役会

の機能が効果的・効率的に発揮できる適切な員数を維持する。 

 

（取締役会の運営） 

第15条 取締役会は、次に掲げる事項を確保し、審議の活性化と円滑な運営をはかる。 

（１）取締役会の年間スケジュールを決定しておくこと 

（２）特に社外取締役に対して、事前に資料の配布および議案の説明が実施さ

れるようにすること 

（３）取締役会の開催時間を十分に確保すること 

（４）必要に応じて、取締役以外の者を出席させ、その報告と意見を聞くこと 

 

（取締役の選任） 

第16条 社内取締役候補者は、取締役会が定める「取締役候補者選任基準」にて求めら

れる次の条件を満たす者とする。 

（１）当社の業務に関し専門知識を有すること 

（２）経営判断および経営執行の能力に優れていること 

（３）指導力、決断力、先見性、企画力に優れていること 

（４）取締役としてふさわしい人格・識見を有すること 

（５）取締役としての職務遂行にあたり健康上の支障がないこと 

２ 社外取締役候補者は、会社法第2条第15号に定める社外取締役としての要件の

ほか、「取締役候補者選任基準」にて求められる次の条件を満たす者とする。 
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（１）経営者としての豊富な経験を有す、もしくは法律、会計または財務の職

業的専門家としての地位に就いている、あるいはこれらと同等の知見・経

験等を有し経営の監督にふさわしい者であること 

（２）社外取締役としてふさわしい人格・識見を有すること 

（３）取締役として、その職務を誠実に遂行するために必要な時間を確保でき

る者であること 

（４）社外取締役としての職務遂行にあたり健康上あるいは業務上の支障がな

いこと 

３ 社外取締役のうち２名以上は、「取締役候補者選任基準」にて定める独立性基

準（※５）を充足する者とする。 

４ 取締役会は、取締役候補者を決定するに際し、コーポレート・ガバナンス委

員会の意見を尊重する。また、監査等委員である取締役候補者の選定にあたっ

ては、監査等委員会による同意も得たうえで決定する。 

 

（取締役の解任） 

第 17 条  取締役会は、取締役が取締役会で定める「取締役解任議案付議基準」に定め

る以下の事項に該当し、解任の必要があると認めるときは、コーポレート・ガ

バナンス委員会の諮問答申にもとづき、取締役解任議案の付議を決定する。 

（１） 職務の執行に関する不正の行為、法令または定款に違反する行為、また

はそのおそれのある行為を行った場合 

（２） 故意または重過失により当社に重大な損害を生じさせる行為、またはそ

のおそれのある行為を行った場合 

（３） 忠実義務に反して取締役が自己もしくは第三者の利益をはかる行為を行

った場合 

（４）会社の信用または名誉を著しく毀損する行為を行なった場合 

（５）取締役候補者選任基準を満たさなくなった場合 

      （６）その他上記各号に準ずる場合 

 

（取締役の役割・責務） 

第18条 取締役は、その職務を執行するに十分な情報を収集するとともに、積極的に意

見を表明して議論を尽くさなければならない。 

２ 取締役は、その期待される能力を発揮して、当社のために十分な時間を費や

し、取締役としての職務を遂行する。 

３ 社外取締役は、社内取締役とは異なる知見や発想に基づき、取締役会におけ
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る意思決定および他の取締役の監督を行う。 

４ 社外取締役は、利益相反取引を監督するとともに、少数株主をはじめとする

ステークホルダーの意見を取締役会に適切に反映させる。 

５ 社外取締役は、必要があるときまたは適切と考えるときはいつでも、社内の

役職員に対して説明もしくは報告、または資料の提出を求めることができる。 

６ 社外取締役が職務を遂行するために必要な当社グループの情報提供ならびに

その他の情報収集に関しては、経営企画部が社内外との連絡・調整窓口を務め

る。監査等委員である社外取締役に対しても同様に、経営企画部が監査等委員

会を補助すべき使用人と適切に連携のうえ、社内外との連絡・調整にあたる。 

７ 社外取締役は、必要に応じ社外取締役間の会合を行う等により、独立した客

観的な立場に基づく、社外取締役間における情報交換と認識共有をはかる。 

 

（取締役会の自己評価） 

第19条 取締役会は、毎年、各取締役に対して、取締役会の構成や運営等に関する意見

を確認するなどして、コーポレート・ガバナンス委員会との連携のもと、取締役

会全体の実効性等について分析・評価を行い、その結果の概要を開示するととも

に、取締役会の運営の改善等に活用する。 

 

（監査等委員会の構成等） 

第20条 監査等委員会は、監査等委員３名以上で構成し、その過半数は社外取締役とし、

監査等委員会がその職務を適切に執行できるよう、以下の体制を確保する。 

（１）監査等委員のうち少なくとも１名は、財務・会計に関する適切な知見を

有する者とする。 

（２）監査等委員会は、監査等委員会の決議により監査等委員会の委員長を選

定する。 

（３）監査等委員会は、監査等委員会の決議により常勤の監査等委員を選定す

る。 

（４）当社は、監査等委員会室を設置し、監査等委員会を補助する専任の使用

人を１名以上置く。 

 

（監査等委員会の役割・責務） 

第21条 監査等委員会は、当社の監督機能の一翼を担い、かつ、株主の負託を受けた独

立の機関として取締役の職務の執行を監査することにより、当社グループの健全

で持続的な成長を確保し、社会的信頼に応える良質な企業統治体制を確立する責
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務を負う。 

 

（監査等委員の役割・責務） 

第22条 監査等委員は、取締役会の構成員として、ならびに代表取締役その他の業務執

行取締役の人事報酬に対する意見陳述権および利益相反取引の承認権限等を有

している監査等委員会の構成員として、実効性の高い監督機能の発揮に努める。 

２ 監査等委員は、監査等の職務の執行を通じて得た情報および知見を取締役会

の審議等において積極的に活用し、取締役会の監督機能の実効性の確保に努め

るとともに、業務の適正な決定に努める。 

３ 監査等委員は、独立の立場の保持に努めるとともに、常に公正不偏の態度を

保持し、自らの信念にもとづき行動しなければならない。 

４ 常勤の監査等委員は、常勤者としての特性を踏まえ、監査等の環境の整備お

よび社内の情報の収集に積極的に努め、かつ、内部統制システムの構築・運用

の状況を日常的に監視し検証するとともに、その職務遂行上知り得た状況を他

の監査等委員と共有するように努める。 

 

(コーポレート・ガバナンス委員会) 

第23条 当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値の向上に向けた、コーポレー

ト・ガバナンスの実効性を高めるため、取締役会の諮問機関として、コーポレー

ト・ガバナンス委員会を設置する。 

２ コーポレート・ガバナンス委員会は、次の事項を審議し、取締役会に答申す

る。 

（１）社長、取締役候補者の選定および再任・解任に関する事項 

（２）社長の後継者計画、取締役候補者の育成に関する事項 

（３）取締役の報酬に関する事項 

（４）株主の声の収集・分析に関する事項 

（５）その他コーポレート・ガバナンスの向上に関し、取締役会が諮問する事

項 

３ コーポレート・ガバナンス委員会は、当社の社外取締役全員および代表取締

役、ならびに子銀行が指名する社外取締役により構成し、社外取締役が過半数

を占めるものとする。 

４ コーポレート・ガバナンス委員会の委員長は、当社の社外取締役の中から委

員の互選によって決定する。委員長は、委員会における委員の活発かつ建設的
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な意見の表明を促し、必要に応じ、経営陣との連絡・調整、当社ならびに子銀

行の社外取締役のみでの情報交換・認識共有、監査等委員会との連携をはかり、

委員会の効果的・効率的な運営に努める。 

 

（経営陣の報酬等） 

第24条 取締役（監査等委員を除く。）の報酬等については、報酬と当社グループの業

績および株主利益の連動性を高めることにより、報酬の透明性、公正性、客観性

に加え、業績向上に向けたインセンティブを勘案し、適切に運用する。 

２ 取締役（監査等委員を除く。）の個人別の報酬等については、株主総会におい

て決議された年間報酬限度額の範囲内において、その報酬等の額の適切性、妥

当性に関し、コーポレート・ガバナンス委員会における審議を行い、客観性と

透明性を確保のうえ、取締役会で決定する。 

３ 監査等委員の報酬等については、監査・監督の職務の正当性を確保する観点

から、インセンティブの要素は含まないものとする。 

４ 監査等委員の個人別の報酬等については、株主総会において決議された年間

報酬限度額の範囲内において、監査等委員全員の協議により定める。 

 

（取締役の研鑽・研修） 

第25条 取締役は、その役割を果たすため、当社グループの財務状態・経営課題、法令

遵守その他の事項に関して、常に能動的に情報を収集し、研鑽に努めなければな

らない。 

２ 当社は、取締役が、その役割と責務に係る理解を深めるとともに必要な知識

を習得するため、就任の際および就任後においても、必要に応じて、社内外に

おける研修等の機会を提供する。 

 

第６章  株主との対話 

（株主・投資家との対話） 

第26条 当社は、当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値向上の観点から、当

社が相当と認める範囲および方法により、株主・投資家との建設的な対話の促進

に努める。 

２ 代表取締役社長は、株主・投資家との建設的な対話を促進する取組みを統括

し、会社説明会の開催やＩＲ活動を通じた対話機会の充実に努めるとともに、

経営企画部を担当する取締役は、ＩＲ担当役員としてこれを補佐する。 
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３ 経営企画部は、ＩＲ担当部署として、ＩＲ担当役員の指示のもと、当社グル

ープ各社の各部署と連携のうえ適切な情報開示に努め、株主・投資家との建設

的な対話を補助する。 

４ 株主・投資家との対話において把握した意見等については、コーポレート・

ガバナンス委員会において分析を行うほか、定期的に取締役会ならびに経営陣

に報告し、適切に当社グループ内へのフィードバックをはかる。 

５ 当社は、株主・投資家との対話において、未公開の重要情報を開示すること

がないよう、情報資産管理ならびにインサイダー取引防止に関する規程を整備

する等、適切な情報管理態勢を整備する。 

 

第７章  改廃 

（改廃） 

第27条  本基本方針の制定改廃は、取締役会の決議による。ただし、部署名の変更等の

軽易な改定は、社長が決定する。 

 

以  上 

 

2015年11月27日    制定 

2016年10月 1日    改定 

2018年 4月26日    改定 

2018年12月26日    改定 

2021年 4月 1日    改定 

2022年 4月 1日    改定 

2022年10月25日    改定 
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【脚注】 

※１ グループ経営理念 

当社グループは、「質の高い総合金融サービスの提供を通じ、地域とともに、ゆ

たかな未来を創り続けます。」との経営理念のもと、地域との強固な信頼関係を事

業基盤に、総合金融サービスの提供を通じ、地域とともに発展・成長してまいり

ます。 

 

※２ 倫理宣言 

当社グループは、高い自己規律にもとづき、社会からの信頼確立に向け不断の

努力を行うことを誓い、不退転の決意を明らかにするため、次の倫理宣言を定め

ています。 

「めぶきフィナンシャルグループは、高い企業倫理に基づいた業務運営を行う

ことにより社会からの信頼を確立するため不断の努力を行うことを誓います。当

社およびグループ会社の役職員一人ひとりは、企業倫理および行動基準を遵守し

責任をもって行動することを誓います。」 

 

※３ 企業倫理 

企業活動の基本方針として、以下の９項目からなる企業倫理を定めています。 

（１）社会的責任と公共的使命を認識し、健全で公正な業務運営を通じ、揺るぎ

ない信頼の確立を図ります。 

（２）法令や社会的規範を遵守し、誠実で公正な企業活動を遂行します。 

（３）市民社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を妨げる反

社会的勢力に対しては、毅然とした対応を貫き、関係を遮断します。また、

国際社会がテロ等の脅威に直面している中で、マネー・ローンダリング対策

およびテロ資金供与対策の高度化に努めます。 

（４）経済活動を支えるインフラとしての安定的な機能提供とサービスの高度化

に向けた不断の創意と工夫に努め、お客さま本位の業務運営を通じて、お客

さまのニーズに応えるとともに、市民生活や企業活動に脅威を与えるテロ、

サイバー攻撃、自然災害等に備え、セキュリティ･レベルの向上や災害時の業

務継続確保などお客さまの利益の適切な保護にも十分配慮した質の高い総合

金融サービスの提供を通じ、経済・社会の発展に貢献します。 

（５）経営等の情報を積極的・効果的かつ公正に開示し、当社グループを取り巻

く幅広いステークホルダーとの建設的な対話を通して自らの企業価値の向上

を図るとともに、社会からの理解と信頼を確保すべく、広く社会とのコミュ

ニケーションを図ります。 

（６）地域社会の中においてこそ存続・発展し得る存在であることを自覚し、地
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域社会とともに歩む「良き企業市民」として、積極的に地域社会に参画し、

その発展に貢献します。 

（７）すべての人々の人権を尊重します。 

（８）多様な人材の活躍を促進する制度や柔軟な働き方を実現します。また、健

康と安全に配慮した働きやすい職場環境を確保します。 

（９）人材育成や能力開発に積極的に取り組み、従業員の自律的なキャリア形成

を支援します。また、金融経済教育への参画等により、社会の金融リテラシ

ー向上に貢献します。 

（１０）地球環境や社会情勢の変化等への耐性の高いサステナブルな環境・社会

の構築に向け、主体的に行動します。 

 

※４ 取締役会規程において定める取締役会が決議する主な事項は以下のとおりです。 

（１）経営の基本方針に関する事項 

（２）株主総会に関する事項 

（３）資本金および株式に関する事項 

（４）取締役に関する事項 

（５）重要な業務に関する事項 

（６）計算に関する事項 

（７）その他会社法第 399 条の 13 第 5項および定款に定められた事項ならびに取

締役会において必要と認めた事項 

 

※５ 社外取締役の独立性基準 

社外取締役の独立性基準は、次のとおりです。 

１．独立性を有する社外取締役とは、会社法第２条第 15 号に定める社外取締役

としての法的要件を満たし、かつ、以下のいずれの要件にも該当しない者とす

る。 

（１）当社の主要株主（直接または間接に 10％以上の議決権を保有する者）また

はその業務執行取締役もしくは執行役または支配人その他の使用人（以下

「業務執行取締役等」という。） 

（２）当社グループを主要な取引先とする者（次のア～イに掲げる者でその親会

社もしくはその重要な子会社を含む。）、またはその業務執行取締役等 

ア．直近の事業年度における連結総売上高の２％以上の支払いを、当社グル

ープから受けている者 

イ．当社グループから受ける融資残高が最上位となっている者で、かつ他の

調達手段により短期的に代替が困難と判断される場合 

（３）当社グループの主要な取引先（次のア～イに掲げる者でその親会社もしく
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はその重要な子会社を含む。）、またはその業務執行取締役等 

ア．当社グループに対して、直近の事業年度における当社連結業務粗利益の

２％以上の支払いを行っている者 

イ．当社グループが、その資金調達において必要不可欠であり、代替性がな

い程度に依存している大口債権者等 

（４）当社グループから、過去３年平均にて年間 1,000 万円を超える寄付等を受

けている法人・団体等の理事その他の業務執行取締役等 

（５）当社グループから、役員報酬以外に過去３年平均にて年間 1,000 万円以上

の報酬その他の財産上の利益を得ているコンサルタント、会計専門家または

法律専門家（当該財産を得ている者が法人・団体等である場合は、当該法人・

団体等に所属する者を含む。） 

（６）過去３年間において、上記（１）から（５）の条件に該当する者 

（７）当社グループとの間において社外役員の相互就任の関係にある先の出身者 

（８）本人の配偶者または二親等以内の親族が、上記（１）から（７）の条件に

該当する者 

（９）その他、当社の一般株主全体との間で上記（１）から（８）において考慮

されている事由以外の事情で恒常的に実質的な利益相反が生じるおそれが

ある者 

２．上記（１）から（９）のいずれかを充足しない者であっても、当該人物の人

格、識見等に照らし、当社の独立性を有する社外取締役としてふさわしいと当

社が考える者については、当社は、当該人物が会社法上の社外取締役の要件を

充足し、かつ、当該人物が当社の独立性を有する社外取締役としてふさわしい

と考える理由を対外的に説明することを条件に、当該人物を当社の独立性を有

する社外取締役候補者として選任することができる。 

 

以  上 

 


